
電気事業（発電）・モノレール

東京さくらトラム（都電荒川線）

お客様サービスの推進

　私たち都営交通は、都民やお客様に信頼され、支持される公共交通機
関として、安全・安心を何よりも大切にし、東京の都市活動や都民生活
を支えていきます。

○ 都民やお客様の信頼に応えるため、安全・安心を最優先し、全職員が
　 一丸となって、災害に強く、事故のない都営交通を実現します。

○ お客様が求める質の高いサービスを提供し、快適で利用しやすい都
　 営交通を実現します。

○ 首都東京が抱える様々な課題に果敢に挑戦し、東京の発展に貢献す
　 る都営交通を実現します。

○ 事業環境の変化にも迅速かつ的確に対応するとともに、中長期的に
　 持続可能な事業運営を行っていくための経営基盤を確立します。

経営理念

経営方針

　都営交通（東京都交通局）は、東京都が経営する地方公営企業
です。その運営は、お客様からいただく料金によって経費を賄う
独立採算制を原則としています。
　都営交通の歴史は、明治44（1911）年8月1日、東京市が電気
局を開局して、路面電車事業と電気供給事業（火力発電事業）を
開始したときに遡ります。その後、関東大震災で大きな被害を受
けた市電の応急措置として、大正13（1924）年に乗合バス（市営
バス）事業を開始しました。戦後は、昭和35（1960）年に都営
地下鉄浅草線を開業、以降、三田線、新宿線、大江戸線を開業し、
交通ネットワークの拡充を図ってきました。
　さらに、平成20年3月30日に開業した新交通事業である「日
暮里・舎人ライナー」や多摩川の流水を利用した電気事業の5事
業を経営しています。なお、上野動物園内のモノレールは、令和5
年12月27日付で廃止となりました。
　都営地下鉄、都営バス、東京さくらトラム（都電荒川線）、日暮
里・舎人ライナーは、一日平均約323万人（令和５年度）のお客様
にご利用いただき、東京の都市活動や都民生活に欠かせない公
共交通機関として重要な役割を担っています。
　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2
年度は一日平均約253万人までご利用が減少し、今後もテレワー

ク等の行動変容に伴い、コロナ禍以前の水準への回復が期待で
きない、厳しい経営状況が続くものと見込んでいます。
　加えて、少子高齢化の進行・労働力人口減少への対応や、気象
災害の頻発・激甚化への対策の強化など、交通局を取り巻く事業
環境は大きく変化しています。
　このような中にあっても、中長期的に安定した輸送サービスを
提供し続けていくことが、首都東京の公営交通事業者として果た
すべき責任と役割です。
　こうした認識のもと、令和4年度を初年度とする３か年の経営
計画を令和4年3月に策定しました。この計画に基づき、安全・安
心の確保を最優先に、質の高いサービスを提供するとともに、ま
ちづくりとの連携や、環境負荷の低減等を通じ、東京の発展に貢
献していきます。あわせて、感染症収束後の需要動向を見極めつ
つ、持続可能な経営基盤の確立を図っていきます。
　将来にわたり東京の都市活動や都民生活を支える公共交通機
関としての使命を果たしていけるよう、また、これまで以上に、都
民やお客様に信頼され、支持される都営交通を目指して、局一丸
となって全力で取り組んでいきます。

令和5年度
令和５年度の全事業の乗車人員は、年間で約11億8,348万人で、一日当たり約323万人でした。

令和6年4月1日現在

乗車人員の事業別割合は、都営地下鉄77.0%、都営バス（乗合）18.7%、日暮里・舎人ライナー2.8%、東京さくらトラム（都電荒川線）1.5%でした。

170円
（IC：168円）

１８０円～４３０円
（ＩＣ：１７8円～430円）

２１０円
（ＩＣ：２10円）

※多摩地域、特殊路線を除く。

170円～340円
（IC：168円～335円）

（注）1  乗車料収入及び電力料収入のうち、（      ）内は消費税抜きである。
 2  乗車料収入及び乗車人員の一日当たりの計（表中※）は、乗車料収入及び乗車人員の年間数値を366日で除した値である（各事業の一日当たりの値の合計とは一致しない場合がある。）。
 3  都営地下鉄の乗車人員計は都営線相互の乗り換え客を一人として計算したものであり、4線の乗車人員の単純合計ではない。

都営地下鉄 都営バス 東京さくらトラム（都電荒川線）

都営交通に関するご案内
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